
地方の円滑な行財政運営に対する配慮を求める意見書  

 

国においては、平成２１年度補正予算に計上された事業につい

て、「子育て応援特別手当」などの執行の停止が決定されました。 

既に地方自治体においては、関連予算を編成し所要の準備を進

めているところであり、一部では執行段階に入っています。  

国民生活が深刻な状況のもとで、それに関わる施策を停止する

ことは、住民に大きな不安と混乱を与えることになります。  

よって、台東区議会は、国に対し、施策や事業の見直しにあた

っては、地方自治体がすすめる国民のくらしや雇用、また中小企

業の経営にとって必要な施策や事業に支障をきたすことのないよ

う最大限の配慮をされることを強く求めます。  

 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出いたしま

す。  
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